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島根労働局長による 
ベストプラクティス企業との意見交換を実施しました 

～建設工事発注者と建設事業者との意見交換～ 

 

島根労働局（局長：岩見
い わ み

浩史
ひろふみ

）では、11 月の「過労死等防止啓発月間」における「過重労

働解消キャンペーン」の取組の一環として、「ベストプラクティス企業」（地域の中で、長時

間労働の削減などに積極的に取り組んでいる企業）との意見交換を実施しました。 

今回は、令和６年４月に時間外労働の上限規制の適用が始まるとともに、就業条件の改善

などが急務となっている建設業にスポットを当て、働き方改革の推進に先進的に取り組ん

でいる建設工事発注者と建設事業者から、それぞれの取組についてご説明いただきました。 

島根労働局では、今後も長時間労働の削減などに向けて、このような取組事例を広く紹介

していきます。 
 

島根労働局長による 
ベストプラクティス企業との意見交換（実施結果概要） 

１ 日  時 令和６年 11 月 22 日（金） 

２ 場  所 松江市向島町 134 番地 10 松江地方合同庁舎５階 

島根労働局専用大会議室 

３ 取組内容 
松江市（建設工事発注者） 協和地建コンサルタント株式会社（建設事業者） 

 

〇 週休 2日制度の促進 

○ 余裕期間の設定 

○ ＤＸの活用など 

 

 

○ 経営理念の明確化及び見える化 

○ 経営理念に基づく労務施策の実践 

 

○取組内容の詳細は、別紙を参照ください。
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建設業においては、今年4月から時間外労働の上限に関する法規制の適用が開始されたところです。このほか、建

設業は他の産業と比べて労働時間や給与水準などの労働条件が必ずしも良いとは言えない状況があります。 

建設業で働く方々の就業環境の改善については、一義的には建設事業者が取り組むべきものではありますが、建設

業の取引慣行などがネックとなっている実態などを踏まえると、建設事業者が行う働き方改革に対する発注者の理解

と協力が不可欠となっています。 

こうしたことを背景として、ベストプラクティス（先進的取組事例）として、松江市（建設工事発注者）、協和地建

コンサルタント株式会社（建設事業者）のそれぞれの取組について、労働局長がお話を伺いました。 

 

○意見交換実施日：令和６年 11月 22日（金） 

○意見交換参加者：厚生労働省島根労働局 岩見局長 

         松江市 財政部 松浦契約検査課長、髙梨建設工事監理室長 

協和地建コンサルタント株式会社 石倉社長、土江社員 

 

 

 

 

 

 

（ベストプラクティス企業との意見交換の様子）    左奥から 松江市財政部 

 松浦契約検査課長、髙梨建設工事監理室長 

協和地建コンサルタント株式会社 

 石倉社長、土江社員 

右中央  島根労働局 岩見局長 

別紙 

＜発注者：松江市＞ 

・所在地 松江市末次町86 

・建設工事発注状況（令和 5年実績） 

      土木工事 141 件 

      建築工事  16 件 ほか 

＜建設事業者：協和地建コンサルタント株式会社＞ 

・所在地 松江市東津田町 1326-1 

・代表者 代表取締役 石倉 昭和 

・事業内容 温泉・水源開発 ほか 

・従業員数 約 30名 
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◆週休 2日制度の促進 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◆余裕期間の設定 

   実工期（準備工を含む。）に入るまで、余裕期間を受注事業者に付与することにより、余裕をもって資材確保、職人手配などができるように

している。  

（２）余裕期間設定工事

対象工事（松江市の場合）
※フレックス方式を採用

 

できること

工事の円滑な施工体制の確保を図るため、
事前に労働者の確保や
現場に搬入しない資材等の準備などを
行うことができる期間です。

・労働者の確保
・現場に搬入しない資材の準備
・現場の下見
・工事看板等の作成
・上記作業に係る関係者との協議
・下請との契約（労働者確保）

できないこと

現場代理人及び主任技術者又は監理技術者の配置が必要な作業はできません。
また、工事着手にあたる作業や工事着手後に行う作業はできません。

・現場事務所の設置 ・交通管理者との協議
・工事看板等の設置 ・埋設企業者との協議
・現地測量 ・近隣住民（自治会等含む）との調整
・現場での埋設物調査、試掘 ・工事のお知らせの配布
・支障物件の撤去 ・工事写真の撮影
・樹木伐採、除草 ・施工計画書の作成
・工場製作工 ・仮設工事
・現場への資機材の搬入 ・上記作業に係る関係者との調整
・発注者（監督員含む）との協議

 
 

◆デジタルトランスフォーメーションの活用など 

DX を活用した「工事情報共有システム」の導入による業務効率化、建設業のイメージアップ推進諸施策による建設人材確保を図っている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

○松江市（建設工事発注者）の主な取組内容等について 

 

週休2 日を達成した工事について、(1)工事金額の増額、（2）工事成績評定への加点の2 つのインセンティブを受注事業者に付与すること 

を通じて、建設事業者における週休2 日制度の促進を図っている。 
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○協和地建コンサルタント株式会社（建設事業者）の主な取組内容等について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
○島根労働局・岩見局長のコメント 

建設工事発注者側からの説明に対し、「一般産業では当たり前のように導入されている週休 2 日制を建設業においても

当たり前のものとしていくためにも、まずは、公共工事の発注者が、週休 2 日制を導入する工事現場にインセンティブ

を与えることは、建設業界全体の底上げを図るという観点で非常に心強く感じる」とコメントしました。 

また、建設事業者側からの説明に対しては、「建設業の現場では、若手の新規入職が少ないため、高齢の方がリタイヤ

した後に現場の担い手が不足することが懸念されている。若い方が働きたいと思えるような職場を作ることは、解決に

向けて取り組むべき重要なポイントではないか。人材を費用ではなく、資産として捉えることが重要で、そのための投資

を様々な工夫を凝らして実践している」とコメントしました。 

 

島根労働局では引き続き、県内企業の過重労働解消に向けた取組を推進していきます。 

ぜひ、県内の建設事業に従事する皆様、そして、発注者の皆様も、本取組事例を参考に

していただき、建設業の働き方改革の実現に向けて取組を推進していただきますよう、

ご理解・ご協力をお願いいたします。 

◆経営理念の明確化及び見える化 

社員とその家族の幸せの創出という経営理念を明確化及び従業員と共有した上で、中長期的経営指針を整合させ、諸施策を展開している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◆経営理念に基づく労務施策（心理的安全性確保、健康経営など）の実践 

経営理念に基づき、心理的に安全・安心な職場づくり、従業員の健康確保増進などを図り、良好な労働条件・若手人材確保に成功している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

左から、髙梨建設工事監理室長、松浦契約検査課長、

岩見労働局長、石倉社長、土江社員 4


